


はじめに
　約 30 年間の平成の時代が終わり、令和という時代が到来した。国民皆が新
しい元号に期待を膨らませている。私も素直な気持ちで喜びに浸りたいが、平
成が始まった時、我々は何を期待したか、思い出すのも大切だと思う。私はこ
れからは、戦争や災害、テロ、疫病の被害が無くなり、平和・安全・自由な時
代が来ることを期待した。親子は家族が守られ、楽しい団らんと子供たちの将
来が色んな選択肢が出来ることが期待された。要するに、矛盾や差別、偏見、
虐待等は、減ることはあっても増えることはないと考えられた。それが、一体
どうだったのだろう。そういう意味を込めて、令和の時代に期待をする前に、
平成とはいったいどんな時代だったかを見つめなおす必要があると思う。偏っ
た見方もあると思うが、弁護士の視点から、平成の時代を振り返ってみた。
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季節の流れと花のある風景



平成カレンダー

主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成元年 昭和天皇逝去(1.7)
竹下登
(82.11.6〜89.6.3)

(1989年） 消費税3%スタート(4.1)
宇野宗佑
(6.3〜8.10）

ベルリンの壁崩壊(11.9)
海部俊樹
(89.8.10〜91.11.5)

バブル経済

平成2年 大学入試センター試験スタート

（1990年） 天皇即位（1.23）
過失相殺割合を上告理由にできるとし
た最高裁判決（3.6）

証券取引法改正（6.22）※1

東西ドイツが統一（10.3）

日本人初の宇宙飛行（12.2）

平成3年 湾岸戦争勃発（1.6) 民事保全法施行（1.1）

（1991年） 雲仙・普賢岳で火砕流(6.3)
相続させる旨の遺言の解釈の基本判
例（最高裁判決）（4.19）

借地借家法公布（10.4）（92．8.1施行）
※2

四大証券、巨額の損失補填
(6〜7月）

証券取引法改正（10.5）※3

ソ連崩壊（12.25） 改正出資法施行（11.1）※4
宮澤喜一
(91.11.5〜93.8.9）

平成4年 共和汚職事件（1.13） 暴力団対策法施行（3.1)

(1992年） 脳死臨調が「脳死容認」を答申(1.22）
福岡セクシャル・ハラスメント事件福岡
地裁判決(4.16）

育児介護休業法施行（4.1）※5

ＰＫＯ協力法案成立(6.15） 外国人登録法改正(6.1)※6

伊方原発住民敗訴最高裁判決(10.29) 証券取引法改正（6.5)※7

平成5年 サッカーＪリーグ開幕(5.15)
細川護熙
（93.8.9〜94.4.28）

(1993年） 皇太子御結婚(6.9)
子の引渡しに関する最高裁の基本姿
勢を示す判決（10.19）

環境基本法施行（11.19)

平成6年 非自民政権崩壊、「自社さ」政権へ

(1994年）
中華航空機、名古屋で墜落炎上
(4.26）

ロス疑惑銃撃事件東京地裁判決。
無期懲役(3.31）

羽田孜
（94.4.28〜6.30)

松本サリン事件(6.27) 行政手続法施行（10.1)
村山富市
（94.6.30〜96.1.11）

平成7年 阪神・淡路大震災(1.17)

(1995年）
地下鉄サリン事件(3.20）、オウム事
件発生

製造物責任法施行（7.1)

野茂英雄投手、大リーグで新人王
(11.9)

非嫡出子相続分規定について最高裁
の合憲性判断（7.5)

　

PCブーム爆発。
Windows９５日本語版発売（11.23)

「もんじゅ」でナトリウム漏れ事故
（12.8)

改正刑法施行（11.1)※8

平成8年 Yahoo!JAPAN開始(4.1)
南 九 州 税 理 士 会 事 件 最 高 裁 判 決
(3.19)

(1996年） Ｏ１５７による集団食中毒(7月）
橋本龍太郎
(96.1.11〜98.7.30）

オウム裁判、麻原彰晃被告
初公判

特定商取引に関する法律改正（5.22)
※9

ロッキード事件丸紅ルート最高裁判
決。田中角栄の秘書官榎本敏夫、丸
紅社長(当時）檜山広ともに有罪（2.22）
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平成カレンダー

  主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成8年 䜰トランタオリン䝢ック(7.19〜8.4）
ඃ生保護法䛛䜙ẕయ保護法へ改正
（6.26)

(1996年）
䝨ルー日本大㤋公㑰人㉁事件
（12.17)

平成9年
ロシ䜰のタンカー、日本海で㔜Ἔ流
出事故(1.2)

外国Ⅽ᭰ཬ䜃外国㈠᫆法改正（5.23)
※10

(1997年） 総会屋への┈౪事件
⏨ዪ㞠⏝機会ᆒ➼法改正（6.28)
（99.4.1施行）

㤶 、英国統䛛䜙中国へ㏉㑏
（「一国ไᗘ」）(7.1)

⮚ჾ⛣᳜法公布（7.16)

㔠⼥機関の経Ⴀ◚たん相ḟ䛠
（11月〜）

初௦䝥リウス発売、ハイブリッド㌴。
(12月）

介護保㝤法公布(12.17)（00.4.1施行）
※11

平成10年 長野オリン䝢ック(2.7〜22) 改正民事訴ゴ法施行(1.1)※12

(1998年) 㔠⼥䝡ックバン(4㻘1) ព法改正(5.6)(99.1.1施行）
ᑠῲᜨ୕
(7.30〜00.4.5)

サッカーWᮼ䝣ランス大会（日本初ཧ
戦）(6.10〜7.12)

ロス疑惑銃撃事件東京高裁判決。
殺人、ブḭについて無罪（7.1)

ᘓ⠏基‽法改正(6.12)※13

㔠⼥商ရ取引法改正（6.15)※14

平成11年 ᦠᖏ㟁ヰが１䠌᱆䛛䜙１１᱆（1月）
特定商取引に関する法律改正（4.23)
※15

(1999年）
東海村の᰾⇞ᩱᕤሙで国内初の臨
⏺事故(9.30)

地方分権一ᣓ法公布（7.16)(00.4.1施
行）※16

NA㼀㻻㌷、䝴ー䝂スラ䝡䜰を空爆
住民基本ྎᖒ法改正(8.18)(02.8.5施
行）※17

ὴ㐵ປാ自由
⛺㆟書についてᩥ書ᥦ出௧（ྰ定）
最高裁決定（11.12)

平成12年 南ᮅ㩭㤳脳が初の会ㄯ(6.13) 䜶䝩バ㍺⾑ᣄྰ事件最高裁判決(2.29) 改正民法施行（4.1)※19
᳃喜ᮁ
(4.5〜01.4.26)

(2000年）
㊊事件で最高裁が上告Რ༷
（無期懲役）(7.17)

㟁㏻過ປ死事件最高裁判決(3.24)
任ពᚋぢዎ⣙に関する法律施行
（4.1)※20

野村ㆇ券損失補填ᰴ主௦⾲訴ゴ
最高裁判決。損ᐖ㈺ൾ責任ྰ定(7.7)

公職㑅ᣲ法改正(11.1)※21

シド䝙ーオリン䝢ック(9.15〜10.1)
大和㖟行ᰴ主訴ゴ大阪地裁判決。
ᰴ主訴(9.20)

ᑡ年法改正（12.6)※22

ハッ䝢ー䝬ン䝕ー法成立（10.14)

ᦠᖏ㟁ヰに䡅䝰ードᦚ㍕

平成13年 中ኸ┬ᗇ⦅(1.6)

(2001年）
䝴 䝙 バ ー サ ル ス タ 䝆 オ 䝆 ャ 䝟 ン
（㼁㻿J)が大阪市で開業(3.31)

⸆ᐖ䜶イ䝈ᖇ京大学㝔事件東京地
裁判決。無罪（3.28)

会社分割にక䛖ປാዎ⣙のᢎ⥅に関
する法律施行（4.1)※23

ᑠἨ⣧一郎
（4.26〜06.9.26)

㻿㼡i㼏aがᑟ入

東京䝕䜱䝈䝙ーシー開ᅬ(9.4) 消費⪅ዎ⣙法施行（4.1)※24

９．１１ྠ時ከ発䝔ロ(9.11) 㻰㼂㜵Ṇ法施行（10.13)

䜰䝣䜺䝙スタン爆撃（10.7) 改正刑法施行(12.25)※25

児❺㈙、児❺䝫ル䝜にಀる行Ⅽ➼
のฎ⨩ཬ䜃児❺の保護➼に関する
法律施行(11.1)※18

一⚊の᱁ᕪが最大4.98ಸとな䛳た98
年のཧ㝔㑅について最高裁䛿合憲
判決(9.6)
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平成カレンダー

  主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成14年 䝴ーロ⌧㔠流㏻開始(1.1)

(2002年） サッカーWᮼ日㡑共ദ(5.31〜6.30）
川ᓮ市Ỉ㐨ᒁ（いじ䜑自殺）事件ᶓ
地裁川ᓮᨭ部判決（6.27）

特定商取引に関する法律改正(4.1)
※26

㕥ᮌ宗⏨⾗㆟㝔㆟ဨを䛒䛳せん
㈥容疑で㐊ᤕ（6.19)

日ᮅ㤳脳会㆟(9.17)

平成15年 㻿A㻾㻿集団発生(3月）
ロス疑惑銃撃事件最高裁決定。
上告Რ༷し無罪☜定(3.5)

ಶ人ሗ保護法成立(5.23)
(05.4.1施行）

(2003年） ⡿㌷がイラクにᨷ（3.20)
㻻１５７䛛い䜟れ㢼ホ被ᐖ事件東京高
裁判決。国家㈺ൾㄳồ一部認容（5.21)

裁判の㎿㏿に関する法律施行
（7.16)

日ᮅ㤳脳会ㄯ(9.17)
サブリースዎ⣙最高裁判決。
㈤ᩱのῶ額を認䜑る（10.21)

改正刑法施行(8.7)※27

平成16年
ロースクール（法⛉大学㝔）ไᗘ
スタート

㟷Ⰽ発ගダイオード東京地裁判決。
䠎䠌䠌൨のᨭᡶいをじる(1.30）

改正民法施行（4.1)※28

（2004年）
裁判ဨไᗘ「裁判ဨのཧຍする刑事
裁判に関する法律」が成立(5.21)

麻原彰晃被告に死刑判決（東京地裁
判決）(2.27)

改正ᘚ護士法施行(4.1)※29

年㔠ไᗘ改㠉関連法がඪのᙉ行
᥇決によ䜚成立(6.5)

䜰䝔䝛オリン䝢ック（8.13〜29）
福岡地裁でᑠἨ㤳相の㟹国ཧᣏ㐪憲
判決(4.7)

改正㐨路㏻法施行(11.1)※31

平成17年 J㻾福▱山⥺⬺⥺事故(4.25)
㟷Ⰽ発ගダイオード事件。
⣙䠒൨のᨭᡶで和解(1.11)

改正刑法施行(1.1)※32

(2005年）
㒑政民Ⴀ法案がཧ㆟㝔本会㆟で
ྰ決、⾗㆟㝔解ᩓへ(8.8)

「もんじゅ」行政訴ゴ➨ḟ最高裁判
決。住民敗訴(5.30)

改正民法施行（4.1)※33

⪏震ᙉᗘഇ事件(11.17)
証券会社の㐺合性㐪の判断につい
ての最高裁判決（7.14)

≢罪被ᐖ⪅➼基本法施行(4.1)※34

サダム・䝣セイン元イラク大統㡿がฎ
刑される(12.30)

イト䝬ン⤮⏬取引事件最高裁決定。
有罪☜定(10.7)

改正刑法施行(7.12)※35

平成18年
ライブド䜰子会社の正疑惑をき䛳
䛛䛡に家Ꮿᤚᰝへ(1.16)

改正刑法施行(5.28）※36

(2006年） トリ䝜オリン䝢ック(2.10〜26） ⺬の┠䝭シン事件最高裁判決(4.10) 㔠⼥商ရ取引法改正（6.14)※37

サッカーWᮼドイツ大会(6.9〜7.9）
ග市ẕ子殺ᐖ事件最高裁判決。
無期懲役をᕪしᡠす（6.20)

㈚㔠業法改正（12.20）※38
Ᏻಸ୕
(9.26〜07.9.26）

ト䝶タ㌴リ䝁ールၥ㢟（7.18)
学⣡㔠㏉㑏と消費⪅ዎ⣙法に関する
最高裁判決。消費⪅ഃ敗訴（11.27)

改正ᩍ育基本法施行（12.22)※39

᱁ᕪ社会が流行語になる。

平成19年 㜵⾨ᗇが㜵⾨┬に᪼᱁（1.9)
≢罪による┈の⛣㌿㜵Ṇに関する
法律施行(4.1)※40

(2007年） 長ᓮ市長銃撃事件(4.17)
Ṋ富士㉗税ㄢ税事件東京地裁判
決。国ഃ敗訴(5.23)

裁判ဨのཧຍする刑事裁判に関する
法律改正(5.30)

改憲手続き法が成立(5.14)
ᘓ⠏⍗⑅と法行Ⅽに関する最高裁
判決(7.6)

改正消費⪅ዎ⣙法施行(6.7）※41
福田ᗣ夫
(9.26〜08.9.24）

松岡㎰Ỉ大臣自殺(5.28) 刑事訴ゴ法改正（6.27)※42

平成20年
イー䝆ス護⾨Ⰴ「䛒た䛤」が⁺⯪と⾪
✺(2.19)

借地借家法改正(1.1)※43

(2008年）

福岡海の中㐨㣧㓇㐠㌿事件福岡地裁
判決。༴㝤㐠㌿⮴死യ罪の成立をྰ
定し、懲役7年6月(1.8)

外国人ᘚ護士による法律事ົの取ᢅ
いに関する特ูᥐ⨨法改正(7.25）

㐌㛫ᩥ㈍売ᕪṆ௬ฎ分事件東京高
裁決定。原ᑂ䛿認容したが、取消し༷
下(3.31)

児❺㈙、児❺䝫ル䝜にಀる行Ⅽ➼
のฎ⨩ཬ䜃児❺の保護➼に関する
法律改正(6.18)※30䝙ン䝔ンドー䠠䠯、

䝥レイス䝔ーシ䝵ン䝫ータブル発売、
ᦠᖏ䝀ーム機ブーム
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平成カレンダー

  主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成20年 ⛅ⴥ原無ᕪู殺യ事件(6.8)
Ṋ富士㉗税ㄢ税事件東京高裁判
決。国ഃ訴(1.23)

特定商取引に関する法律改正(6.18)
※44

(2008年） ス䝬䝩でiPhon㼑䠏㻳が発売(7.11)
インター䝛ット上の⾲⌧と名Რ損に
関する東京地裁判決。無罪(2.29)

京オリン䝢ック(8.8〜24）
長㖟⢊㣭決⟬事件最高裁判決。無罪
(7.18)

一⯡社団法人ཬ䜃㈈団法人に関す
る法律施行(12.1)※45

リー䝬ン・シ䝵ック(9.15) 改正民法施行（12.1)※46
麻生太郎
(9.24〜09.9.16)

平成21年
バラク・オバ䝬、⡿大統㡿にᑵ任
(1.20)

インター䝛ット上の⾲⌧と名Რ損に
関する東京高裁判決。有罪(1.30)

(2009年）

㊊事件の䠠䠪䠝㚷定でᆺの一
⮴の結ᯝが判᫂(5.4)

外国Ⅽ᭰ཬ䜃外国㈠᫆法改正(4.30)

裁判ဨไᗘ施行(5.21)

㊊  事 件  ᑂ 開 始 東 京 高 裁 決 定
(6.23)

⾗㆟㝔㆟ဨ総㑅ᣲで民主ඪ大、
政権௦へ(8.30)

㬀山由⣖夫
(9.16〜10.6.8)

平成22年
バンクーバーオリン䝢ック
(2.12〜28)

インター䝛ット上の⾲⌧と名ẋ損に
関する最高裁決定。有罪☜定(3.15)

刑事訴ゴ法改正（4.27)※47

(2010年）
ᑠ惑ᫍ᥈ᰝ機「䛿䜔䜆さ」が地⌫に
ᖐ㑏(6月）

㔠⼥商ရ取引法改正(5.19)※48

サッカー䠳ᮼ南䜰䝣リカ大会
(6.11〜7.11)

㊊事件ᑂ開始宇㒔宮地裁判決。
無罪(3.26)

改正出資法施行(6.18)※49
Ⳣ┤人
(6.8〜11.9.2)

᳨ᐹの証ᣐ改䛦んが発ぬ(9.21)
ཌ生ປാ┬村ᮌᒁ長事件大阪地裁判
決。無罪(9.10)

平成23年 東日本大震災・福ᓥ原発事故(3.11)
Ṋ富士㉗税ㄢ税事件最高裁判決。
国ഃ敗訴。⣙䠎䠌䠌䠌൨の㑏（3.18)

（2011年） 九㟁䜔䜙せメール事件(6.26)

地上䜰ナログ䝔レ䝡ᨺ㏦が䝕䝆タル
ᨺ㏦へ(7.24)

⾗㆟㝔㆟ဨ定ᩘᆒ⾮訴ゴ最高裁大
法ᘐ判決(3.23)

環境ᙳ㡪ホ౯法改正(4.27)
野田ెᙪ
(9.2〜12.12.26）

カダ䝣䜱政権崩壊（8月）
福岡海の中㐨㣧㓇㐠㌿事件最高裁決
定。上告Რ༷(10.31)

㔠正日死去(12.17)

平成24年
オリン䝟ス⢊㣭決⟬事件、社長䜙㐊
ᤕ(2.16)

䝢ンクレ䝕䜱ー䝟ブリシ䝔䜱権最高裁判
決。上告Რ༷(2.2)

(2012年）

東京スカイツリー開業(5.22)

社会保㞀税一య改㠉の୕ඪ合ព
(6.15)

ロンドンオリン䝢ック開ദ(7.27〜8.12)

ປാዎ⣙法の一部を改正する法律公
布(8.10)※53

消費⪅基本法の一部を改正する法律
公布(8.22)※54

正䜰クセス行Ⅽの⚗Ṇ➼に関する
法律 の一 部を 改正 する 法律 公布
(3.31)※50

ປാ⪅ὴ㐵事業の㐺正な㐠Ⴀの☜
保ཬ䜃ὴ㐵ປാ⪅のᑵ業᮲件のᩚ
ഛ➼に関する法律➼の一部を改正す
る法律公布(4.6)※51

福岡海の中㐨㣧㓇㐠㌿事件福岡高裁
判決。༴㝤㐠㌿⮴死യ罪の成立を認
䜑、懲役20年(5.15)

⢭神ⓗ調䛛䜙の無断Ḟによる懲
ᡄฎ分日本䝠䝳ーレット・䝟ッカード事
件最高裁判決(4.27)

遺␃分ῶ殺ㄳồ遺言に䛚いて被相続
人のമົを共ྠ相続人㛫に䛚いて一
人に⥅ᢎさせる䛣とを認䜑る最高裁判
決(3.24)

裁判ᡤ法ཬ䜃法⛉大学㝔のᩍ育と
ྖ法試験➼との連ᦠ➼に関する法律
の一部を改正する法律公布(8.3)※52᱁Ᏻ航空会社（䝢ー䝏䜰䝡䜶ーシ䝵

ン、䝆䜵ットスター䝆ャ䝟ン➼）日本に
ᑵ航
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平成カレンダー

  主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成24年 子䛹も・子育てᨭ法公布(8.22)※55

(2012年）

古の日に関する法律公布(9.5)※57

山中ఙᘺがiP㻿細⬊で䝜ーベル生理
学・་学㈹をཷ㈹（10.8)

➨46ᅇ⾗㝔㑅で、自民が大、民主
ඪ䛿大敗(12.16)

Ᏻಸ୕
(12.12.26〜⌧ᅾ）

平成25年
㯮田東ᙪが日㖟総裁にᑵ任。
大⫹な㔠⼥⦆和を開始(3.20)

(2013年）

ブラック業が流行語䊻ാき方改㠉
のዎ機

㔠⼥商ရ取引法➼の一部を改正する
法律公布(6.19)※63

刑法➼の一部を改正する法律公布
(6.19)※65

民法 の一 部を 改正 する 法律 公布
(12.11)※68

㞀ᐖ⪅の㞠⏝のಁ㐍➼に関する法
律の一部を改正する法律公布(6.19)
※64

㓄അ⪅䛛䜙の暴力の㜵Ṇཬ䜃被ᐖ
⪅の保護に関する法律の一部を改正
する法律公布(7.3)※66

ストーカー行Ⅽ➼の規ไ➼に関する
法律の一部を改正する法律公布(7.3)
※67

非嫡出子の相続分を嫡出子の༙分と
する民法900᮲4ྕణ書を㐪憲とする
最高裁判決(9.4)

ᘓ⠏物の⪏震改ಟのಁ㐍に関する
法律 の一 部を 改正 する 法律 公布
(5.29)※60

≢罪被ᐖ⪅➼の権┈の保護を
ᅗるた䜑の刑事手続に㝶するᥐ⨨
い関する法律ཬ䜃総合法律ᨭ法
の一部を改正する法律公布(6䡡12)
※62

成年被ᚋぢ人の㑅ᣲ権のᅇ➼の
た䜑の公職㑅ᣲ法➼の一部を改正
する法律公布（5.31)※61

高㱋⪅➼の㞠⏝のᏳ定➼に関する
法律の一部を改正する法律公布(9.5)
※56

特定䝣䜱ブリ䝜䝀ン製ཬ䜃特定⾑ᾮ
จᅛ➨䊨ᅉ子製による䠟ᆺ⫢炎ឤ
ᰁ被ᐖ⪅をᩆ済するた䜑の⤥㔠の
ᨭに関する特ูᥐ⨨法の一部を改
正する法律公布(9.14)※58

ẕ子家ᗞのẕཬ䜃∗子家ᗞの∗の
ᑵ業のᨭに関する特ูᥐ⨨法公
布(9.14)※59自民ඪ総裁・Ᏻಸ୕が内閣総理

大臣に最ᑵ任。自公連立政権が発
㊊（12.26)
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平成カレンダー

  主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成25年

(2013年）

⊦℩㒔▱事が5000ཷ㡿事件で
㎡任(12.24)

生άᅔ❓⪅自立ᨭ法公布(12.13)
※71

国家戦␎特ู༊ᇦ
法公布(12.13)※72

平成26年 ソ䝏オリン䝢ック開ദ(2.7〜2.23)

(2014年） 消費税が5%䛛䜙8%にቑ税(4.1)

䠯䠰䠝Ｐ細⬊の䛽つ造ၥ㢟(2月〜)

サッカーWᮼブラ䝆ル大会
(6.12〜7.13)

嫡出子᥎定とぶ子関ಀᏑᅾ☜認の
関ಀ最高裁判決(7.17)

行政᭹ᑂᰝ法公布(6.13)※73
Ᏻಸ୕
(12.12.26〜⌧ᅾ）

బୡ保ዪ子高生殺人事件（7.26）

会社法の一部を改正する法律公布
(6.27)※76

䝜ーベル物理学㈹に㉥ᓮຬ・天野
ᾈ・中村ಟの䠏人がཷ㈹（10.7)

過ປ死➼㜵Ṇ対策᥎㐍法公布(6.27)
※77

災ᐖ対策基本法の一部を改正する法
律公布(11.21)※78

空家➼対策の᥎㐍に関する特ูᥐ
⨨法(11.27)※80

平成27年 A䡌䡌㼘㼑 Wa㼠㼏h発売(4.24)
ㅋ᪩湾ᖸᣅ地の開㛛・非開㛛の判決
の⾪✺の㛫᥋ᙉไ最高裁判決(1.22)

(2015年）
2020年東京オリン䝢ックの䜶ンブレム
に┐స疑惑(7月）

正➇争㜵Ṇ法の一部を改正する法
律公布(7.10)※82

Ᏻ全保㞀関連法案がྍ決(9.19)

東日本大震災に䛚䛡る原子力発㟁
ᡤの事故によ䜚生じた原子力損ᐖに
ಀる᪩期䛛つ☜ᐇな㈺ൾをᐇ⌧する
た䜑のᥐ⨨ཬ䜃当ヱ原子力損ᐖに
ಀる㈺ൾㄳồ権の消⁛時ຠ➼の特
例に関する法律公布(12.11)※69

⚾ⓗ⊂༨の⚗Ṇཬ䜃公正取引の☜
保に関する法律の一部を改正する法
律(12.13)※70

児❺㈙、児❺䝫ル䝜にಀる行Ⅽ➼
のฎ⨩ཬ䜃児❺の保護➼に関する
法律 の一 部を 改正 する 法律 公布
(6.25）※74

䝬ンシ䝵ンのᘓ᭰䛘の➼に関
する法律の一部を改正する法律公布
(6.25)※75

ハンセンၥ㢟の解決のಁ㐍に関す
る法律の一部を改正する法律(12.27)
※79

ᑓ㛛ⓗ▱㆑➼を有する有期㞠⏝ປാ
⪅➼に関する特ูᥐ⨨法(11.28)※81

ಶ人ሗの保護に関する法律ཬ䜃
行政手続に䛚䛡る特定のಶ人を㆑ู
するた䜑の␒ྕの⏝➼に関する法
律の一部を改正する法律公布(9.9)
※83

ປാ⪅ὴ㐵事業の㐺正な㐠Ⴀの☜
保ཬ䜃ὴ㐵ປാ⪅の保護➼に関す
る法律➼の一部を改正する法律公布
(9.18)※84

ᑠ学生が㋾䛳たサッカー䝪ールがᰯᗞ
外に出て人を死യさせたሙ合のணぢ
ྍ⬟性（ྰ定）最高裁判決(4䡡9)

䝜ーベル生理学・་学㈹に大村ᬛ、
䝜ーベル物理学㈹にᲚᑿ㝯❶がཷ
㈹(10.5.6）
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平成カレンダー

  主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成28年 䝬イナンバーไᗘがスタート（1月）

(2016年） 海㐨新ᖿ⥺開業（3.26)

認▱高㱋⪅のＪ䠮事故の㏆ぶ⪅の
責任（ྰ定）最高裁判決(3.1)

社会福♴法➼の一部を改正する法律
公布(3.31)※85

子䛹も・子育てᨭ法の一部を改正
する法律公布(3.31)※86

イ䜼リスの国民投⚊で㻱㼁㞳⬺ὴが
（6.23)

特定商取引に関する法律の一部を改
正する法律公布(6.3)※87

䝫䜿䝰ン䠣Ｏ解⚗(7.22)
消費⪅ዎ⣙法の一部を改正する法律
公布(6.3)※88

リオ㍯開ദ（8.5〜8.21)

天皇㝎下が生๓㏥位にᙉい䛤ពྥ
(8.8)

民法の一部を改正する法律公布(6.7)
※90

大㝮Ⰻが䝜ーベル生理学・་学㈹
ཷ㈹(10.3)

༤ከ㥐๓で㐨路㝗ἐ(11.8)
割㈿㈍売法の一部を改正する法律公
布(12.9)※91

Ᏻಸ୕
(12.12.26〜⌧ᅾ）

䜰メリカ大統㡿㑅でドラルド・トラン䝥
が(11.9)

㻿㻹APが㦁ືのᮎに解ᩓ(12.31)

平成29年
௬㏻㈌䝡ット䝁インが高㦐を続䛡る
(1月〜)

(2017年）
⠇税┠ⓗの㣴子⦕⤌でも有ຠとする
最高裁判決(1.31)

ᫎ⏬「ラ・ラ・ランド」が大ዲホとなる
(3月）

᳃学ᅬၥ㢟(2月〜)、ຍィ学ᅬၥ
㢟(5月〜)が国会で㏣ཬ

㔠⼥商ရ取引法の一部を改正する法
律公布(5.24)※93

㡑国でᮔᵶᜨが大統㡿職を⨭ච、
ᩥᅾᐥが大統㡿にᑵ任(5.10)

㒑౽䛿がきが５䠎䛛䜙䠒䠎へ(6.1)

共ㅛ罪（⤌⧊ⓗ≢罪ฎ⨩法）成立
(6.15)

民法の一部を改正する法律公布(6.2)
※95

ஙがんを告ⓑしたᑠᯘ麻ኸが死去
(6.22)

住ᏯᐟἩ事業法公布(6.16)※96

中学生䝥ロᲦ士の⸨⪽太が公ᘧ
戦新グ録となる䠎９連(6.26)

刑法 の一 部を 改正 する 法律 公布
(6.23)※97

東京㒔▱事ᑠụⓒ合子の「㒔民
䝣䜯ーストの会」が㒔㆟㑅で㌍㐍(7.2)

宗ീἈ䝜ᓥが䝴䝛ス䝁のୡ⏺遺⏘登
録(7.9)

東Ⱚが経Ⴀ༴機。東証一部䛛䜙
部へ㝆᱁(8月）

定年ᚋ㞠⏝と㈤㔠引き下䛢で⏝
⪅ഃ㏫㌿訴（長澤㐠㍺事件）東京高
裁判決(11.2)

ᮅ㩭最高ᣦᑟ⪅㔠正ᜠの␗ẕ
となる㔠正⏨が䝬レーシ䜰で殺ᐖ
(2.13)

時ィの䝣ランク୕ᾆと䝣ランク䝭䝳ー
ラーが商ᶆ登録として㢮ఝしないとい䛖
最高裁判決(3.2)

川内原発ᕪṆ௬ฎ分福岡高裁宮ᓮᨭ
部決定。住民ㄳồᢠ告Რ༷(4.6)

ストーカー行Ⅽ➼の規ไ➼に関する
法律➼の一部を改正する法律公布
(1214)※92

外国Ⅽ᭰ཬ䜃外国㈠᫆法の一部を
改正する法律公布(5.24)※94

㞀ᐖ⪅の日ᖖ生άཬ䜃社会生άを
総合ⓗにᨭするた䜑の法律ཬ䜃児
❺福♴法の一部を改正する法律公布
(6.3)※89

⇃本地震発生。震ᗘ７を䠎ᅇほ 。
死⪅䠎䠒７人、㑊㞴⪅ᩘ䛿１䠔䠏㻘䠔䠔䠎
人(4.14)

東京㒔▱事の⯖ῧせ一が自㌟の政
資㔠ၥ㢟な䛹で㎡職。㒔▱事㑅で
ᑠụⓒ合子（⾗㆟㝔㆟ဨ）が当㑅
(7.31)

㟁㏻の新人ዪ性社ဨが๓年に過ປ
自殺したၥ㢟で、東京ປാᒁ䛿㟁㏻
をᙉไᤚᰝ（11.7)

東日本大震災ὠἼ損ᐖ㈺ൾ（大川ᑠ
学ᰯ事件）１䠐൨の損ᐖ㈺ൾ認䜑る
仙ྎ地裁判決(10.26)
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平成カレンダー

  主な出来事 主な判例 主な立法 内閣総理大臣

平成29年
䝭ャン䝬ーでロ䝠ン䜼ャ᪘への㏕ᐖၥ
㢟が過⃭(8.25)

(2017年）
日⣔英国人のカ䝈オ・イシグロが䝜ー
ベルᩥ学㈹をཷ㈹(10.5)

平成30年 平ᫀオリン䝢ック開ദ(2.9〜2.25)
子䛹も・子育てᨭ法の一部を改正
する法律公布(3.31)※98

(2018年）
㡑国のᩥᅾᐥ大統㡿とᮅ㩭の㔠
正ᜠጤဨ長が南㤳脳会ㄯ(4.27)

人事訴ゴ法➼の一部を改正する法律
公布(4.25)※99

サッカーWᮼロシ䜰大会開ദ
(6.14〜7.15)

消費⪅ዎ⣙法の一部を改正する法律
公布(6.15)※101

民法 の一 部を 改正 する 法律 公布
(6.20)※102

ḷ手のᏳᐊዉ⨾ᜨが引㏥(9.16)

本ᗢ佑が䝜ーベル生理学・་学㈹ཷ
㈹(10.1)

法ົᒁに䛚䛡る遺言書の保⟶➼に関
する法律公布(7.13)※105

平成30年
クイーンのᫎ⏬「䝪䝦䝭䜰ンラ䝥ソ
䝕䜱ー」が大ホ判となる(12月）

Ᏻಸ୕
(12.12.26〜⌧ᅾ）

(2018年）

平成31年 天皇㝎下㏥位(4.30)

(2019年） 皇太子Ẋ下即位・改元(5.1)

䜰メリカのトラン䝥大統㡿とᮅ㩭の
㔠正ᜠጤဨ長がシン䜺䝫ールにて
㤳脳会ㄯ(6.12)

日⏘自ື㌴会長のカルロス・䝂ーン
が有౯証券ሗ告書のഇグ㍕容疑
で㐊ᤕ（11䡡19)

東日本大震災ὠἼ損ᐖ㈺ൾ（大川ᑠ
学ᰯ事件）▼ᕳ市、宮ᇛ┴の᥍訴Რ༷
（１༓のቑ額）仙ྎ高裁判決(4.26)

サイバーセキ䝳リ䝔䜱基本法の一部を
改正する法律公布(12.12)※107

天皇の即位の日ཬ䜃即位♩正Ẋの
の行䜟れる日を休日とする法律公
布(12.14)※108

原子力損ᐖの㈺ൾに関する法律の
一部を改正する法律公布(12.12)
※106

ാき方改㠉を᥎㐍するた䜑の関ಀ法
律のᩚഛに関する法律公布(7.6)
※103

ᡤ有⪅᫂ᅵ地の⏝の➼
に関する特ูᥐ⨨法公布(6.13)※100

㡑国の最高裁判ᡤが太平ὒ戦争中
の「ᚩ⏝」を䜑䛠るၥ㢟で日本業に
㈺ ൾ を  じ 、 日 㡑 の 火 ✀ に な る
(10.30)

民法ཬ䜃家事事件手続法の一部を
改正する法律公布(7.13)※104
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季節の流れと花のある風景



「主な立法」注釈

※ １　株式などの大量保有の開示制度。公開買付制度の改正。

※ ２　定期借地権創設。建物保護に関する法律、借地法、借家法は廃止。

※ ３　損失保証・損失補填の禁止。一任勘定取引の禁止。

※ ４　平成３年１１月１日から上限金利４０．００４％へ縮減。

※ ５　出産後、職場での身分や地位を保障したまま、男女どちらでも一年間休業できる制度の新設。

※ ６　日韓覚書に盛り込まれた指紋押捺廃止が具体化。

※ ７　子会社による銀行と証券の相互参入の解禁。金融の証券化へ対応し有価証券の定義の変更。

※ ８　平仮名化し、平易な言葉に書き直された。尊属加重規定の削除。

※ ９　電話勧誘販売が独立の取引形態として規定され、訪問販売に類似した規制が設けられた。
連鎖販売取引について規制対象者の範囲が拡大し、クーリング・オフ期間が１４日から２０
日へ延長。調査及び措置を求める申出制度。

※10　対外取引の完全自由化。為銀主義撤廃。

※11　介護保険制度の創設。

※12　争点整理手続の整理。証拠収集手続の拡充。少額訴訟制度の創設。最高裁判所への上告
制限。選定当事者制度の整備。賠償金額の裁判官による裁量認定。定期金賠償制度の導入。

※13　建築確認の民間開放による指定確認検査機関の制度化。

※14　店頭デリバティブ取引を定義。証券投資法人制度の創設。情報開示制度の連結ベース化。
取引所集中義務の廃止。株式売買手数料の自由化。証券業の免許制の廃止（登録制）。投
資者保護基金の創設。

※15　特定継続的役務取引についてクーリング・オフ制度及び中途解約制度等の導入。

※16　市町村合併特例法の改正を含み、合併特例債の発行が可能になるなど、市町村の合併が推
進された（平成の大合併）。

※17　住民票コード、住民基本台帳ネットワーク、住民基本台帳カードの導入へ。
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※18　児童ポルノの定義。製造・頒布・公然陳列の処罰。所持や輸出入の禁止。

※19　禁治産・準禁治産制度から後見・保佐・補助制度へ。

※ 20　公正証書による契約。家庭裁判所による任意後見監督人の選任。民法の後見制度に関する
規定を補完する法律。

※ 21　参議院選挙比例区を非拘束名簿式とした。

※ 22　刑事罰の対象年齢を１６歳から１４歳に引き下げ。

※ 23　労働者および労働組合への通知など会社分割にあたっての労動者の理解と協力を得る手続
を会社分割制度の導入に伴い制定。

※ 24　消費者と事業者の間で締結される契約について、一定の場合に、契約の取消や条項の無効
を認める。

※ 25　支払用カード電磁的記録に関する罪の新設。危険運転致死傷罪の新設。業務上過失致死
傷の件の免除規定の新設。

※ 26　迷惑メールに対処するためのオプトアウト規制。

※ 27　国民以外の者の国外犯の規定の新設。

※ 28　短期賃貸借制度の廃止。

※ 29　弁護士報酬の自由化。

※ 30　厳罰化。児童ポルノの提供（販売や無料で譲渡）も処罰対象となる。

※ 31　運転中の携帯電話使用が罰則対象に。

※ 32　有期刑の上限の引き上げ。集団強姦の罪の新設。殺人の罪等の法定刑引き上げ。強盗致傷
の罪の法定刑引き下げ等。

※ 33　口語化。個人の包括根保証の制限。補償契約は書面による要式行為となる。

※ 34　犯罪被害者の権利利益の保護。

※ 35　逮捕監禁、未成年者拐取の罪の法定刑引き上げ。人身売買の罪等の新設。
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※ 36　公務執行妨害、窃盗の罪に罰金刑新設。業務上過失致死傷の罰金刑の上限引き上げ。

※ 37　大量保有報告書制度。公開買付け制度の規制の整備。金融商品関連の規制の全体的な見
直し・統合措置に伴い、法律の題名を金融商品取引法へ改題。各種の用語の変更。

※ 38　貸金業の適正化（総量規制など）。グレーゾーン金利の廃止。ヤミ金融対策の強化（罰則の
最高刑の強化）。

※ 39　愛国心や道徳心、勤労精神などを国家の教育目標とした。

※ 40　金融機関等の本人確認、取引記録保存及び疑わしい取引の届出等の義務を定める。

※ 41　消費者団体訴訟制度。

※ 42　犯罪被害者の権利利益保護に関する変更（犯罪被害者等の刑事裁判への参加、犯罪被害者
等に関する情報の保護）。

※ 43　１０年以上５０年未満の期間で事業用借地権を設定することが可能に。

※ 44　原則としてすべての取引に本法が適用されることとなった。行政機関の権限強化及び罰則
強化。再勧誘禁止及び過量販売規制の導入。

※ 45　一般社団法人及び一般財団法人に関する制度の創設。公益性の有無にかかわらず、準則主
義により簡便に法人格を取得することができる。

※ 46　民法には法人に関する最低限の通則のみが残され、ほかは一般社団法人法へ移された。

※ 47　殺人等の時効の撤廃。

※ 48　店頭デリバティブ取引等の決裁の安定性・透明性の向上。グループ規制・監督の強化。そ
の他投資者保護のための措置。

※ 49　上限金利が２０％まで縮減。日賦貸金業者・電話担保金融の特例金利は廃止。

※ 50　識別符号の不正流通の防止の強化、不正アクセス行為等に対する罰則の法定刑の引上げ 。

※ 51　日雇派遣の原則禁止、一定の有期雇用派遣労働者の無期雇用への転換推進を努力義務化。

※ 52　修習資金貸与返還の期限猶予を認める事由の拡大。

※ 53　有期労働契約の無期労働契約への転換、雇止め法理の法定化。
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※ 54　政府の消費者政策の実施状況に関する報告書の国会への提出を義務化。

※ 55　児童手当、教育・保育給付を定め、内閣および地方自治体による子ども・子育て支援事業
の促進。

※ 56　継続雇用制度の対象者限定を廃止、継続雇用制度対象者の雇用企業の範囲拡大。

※ 57　１１月１日を古典の日とし、古典の日における行事の実施、学習および教育の機会の整備に
ついて国・地方自治体の努力を規定。

※ 58　給付金の請求期限を１０年、追加給付金の請求期限を２０年に延長。

※ 59　このような家庭の父母の安定した就業を確保するための支援について国、都道府県等によ
る特別配慮、民間事業者に対する協力の要請を規定。

※ 60　要緊急安全確認大規模建築物と要安全確認計画記載建築部の所有者に対して、耐震診断
の実施およびその結果の報告の義務付け。区分所有建築物の大規模耐震改修の決議要件
の緩和。

※ 61　成年被後見人の選挙権・被選挙権の回復、代理投票制度の見直し、病院等の不在者投票
に際する第三者の立会いの努力義務。

※ 62　被害者参加旅費等の支給、これに関する裁判所の協力の要求を規定。

※ 63　インサイダー取引規制の強化、銀行等による資本性資金の供給強化、不正行為に対する罰
則の強化。

※ 64　障害者の権利に関する条約の批准に向けた対応（雇用における障碍者に対する差別の禁止、
合理的配慮の提供義務）、法定雇用率の算定基礎に精神障害者を加える。

※ 65　刑の一部の執行猶予の新設。

※ 66　生活の本拠を共にする交際をする関係にある相手からの暴力及びその被害者について適用
を拡大。

※ 67　規制対象行為の拡大、禁止命令制度の見直し、ストーカー行為等に関する情報提供の禁止。

※ 68　嫡出子と非嫡出子の相続分を同等とする。

※ 69　原子力損害の被害者に対する賠償支払いに関する必要な措置の規定、原子力損害に係る損
害賠償請求権に関する民法第 724 条の 3 年間を10 年間とする。
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※ 70　公正取引委員会の審判制度廃止、排除措置命令等に関する抗告訴訟に対する東京地方裁
判所の専属管轄権を規定。

※ 71　福祉事務所設置自治体の自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給を必須事業と
して規定し、就労準備支援事業や家計相談支援事業の実施を任意事業とする。　　

※ 72　産業の国際競争力の強化、国際的な経済活動の拠点の形成の促進という観点から、国家
戦略特別区域の指定や金融・税制による支援を規定。

※ 73　審理員による審理手続、第三者機関への諮問手続の導入、異議申立て手続きを廃止し、審
査請求に一元化、審査請求期間を 3 ヶ月に延長。

※ 74　児童ポルノの定義規定を追加、一般的禁止規定の新設、自己の性的好奇心を満たす目的で
の所持・保管罪の新設。

※ 75　マンション敷地売却制度の創設、要除去認定マンションの建替えにより新たに建築される
マンションについて容積率制限の緩和。

※ 76　多重代表訴訟制度の創設、社外役員の要件の厳格化、株主名簿等の閲覧等の拒絶事由の１
つを削除、監査等委員会設置会社の新設、特別支配株主による株主売渡請求制度の新設、
詐害的会社分割における分割会社の債権者の保護を規定。

※ 77　過労死等防止策に関する大綱作成の政府の義務を規定し、調査研究や啓発、相談体制の
整備など過労死等防止の対策を定める。また、厚生省に過労死等防止対策推進協議会を
設置し、政府は、必要な場合に法制上または財政上の必要な措置を講ずることを規定。

※ 78　緊急車両の通行ルート確保のための放置車両対策を規定し、この措置のためにやむを得な
い必要がある場合には、道路管理者は、他人の土地の一時使用、竹林その他の障害物を
処分することを可能とした。

※ 79　ハンセン病療養所退所者給与金受給者の死亡後に、配偶者等に対して経済的支援を行うこ
とを規定。

※ 80　市町村は空家等への調査を行い、空家等の所有者等の把握のために固定資産税情報を内
部利用することが可能となった。また、倒壊のおそれや著しく衛生上有害になるおそれのあ
る特定空家等については、除去、修繕の措置の助言や指導、命令などを行い、行政代執
行によって強制執行を可能とする。

※ 81　５年を超える一定期間内に完了することが予定される業務に就く高度専門的知識等を有す
る有期雇用労働者および定年後に有期契約で継続雇用される高齢者について、労働契約法
に基づく無期転換申込権発生までの期間を延長する。
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※ 82　営業秘密の転得者処罰範囲の拡大、営業秘密の不正取得や不正開示などの未遂を処罰、
営業秘密侵害品の譲渡・輸出入等の規制、不正取得行為を国外犯処罰の対象とする。営
業秘密の不正使用に関する立証負担を軽減することで損害賠償請求等をより容易にし、不
正使用の差止請求の期間制限を２０年に延長。

※ 83　個人情報の取扱いの監視監督権限を有する第三者機関である個人情報保護委員会を設置。
（特定個人情報保護委員会の改組）

※ 84　労働者派遣事業の許可制への一本化、労働者派遣の期間制限を原則３年とし、２６業務と
自由化業務の区別をなくす。派遣元事業主が派遣終了後に雇用安定措置を講ずることを規
定し、教育訓練やキャリア・コンサルティングというキャリアアップ措置を行うことを義務化。
労働契約申込みみなし制度の新設。

※ 85　社会福祉法人の本旨を社会福祉事業及び公益事業を行うに当たっての責務として明確化。
特別の利益供与の禁止（社会福祉法人が事業を行うに当たり、その理事、監事、評議員、
職員等の社会福祉法人の関係者に対し特別の利益を与えてはならないこととした。）社会福
祉法人の事業運営の透明性を確保。

※ 86　仕事・子育て両立支援事業制度を新設。

※ 87　訪問販売など消費者トラブルを生じやすい特定の取引類型を対象とした事業者による不公
正な勧誘行為等の取締り等。

※ 88　消費者と事業者との間の情報・交渉力の格差に鑑み、契約の取消しと契約条項の無効等を
規定（過量な内容の契約取消し、重要事項の範囲の拡大等。）

※ 89　自立生活援助、就労定着支援といった制度を新設。

※ 90　再婚禁止期間の短縮。（６ヶ月から１００日へ）

※ 91　加盟店に対してクレジットカード番号等の適切な管理、クレジットカード番号等の不正利用
の防止を義務付け。

※ 92　「つきまとい等」を追加。

※ 93　株式等の高速取引を行う者に対する登録制の導入等、フェア・ディスクロージャー・ルール（上
場会社による公平な情報開示）など。

※ 94　安全保障貿易管理に関連することとして、行政制裁・罰則の強化。

※ 95　時効、法定利率、定型約款、個人保証の見直し等の大幅な改正。
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※ 96　民泊事業者に対して、民泊事業の適正な遂行のための措置（衛生確保措置など）を義務化。
住宅宿泊管理業者や住宅宿泊仲介業者に対し、登録やそれぞれの業務の適正な遂行のた
めの措置を義務化。

※ 97　強姦罪を強制性交罪等に。監護者わいせつ罪、監護者性交等罪の新設、性犯罪を非親告
罪化等。

※ 98　子ども・子育て拠出金率を引き上げ。

※ 99　国際的な要素を有する人事訴訟事件及び家事事件の適正かつ迅速な解決を図るため、これ
らの事件に関して日本の裁判所が審理・裁判することができる場合等を定めることとした。

※100　所有者不明土地を円滑な利用、所有者の探索の合理化、所有者不明土地の適切な管理に
関する制度を設けた。

※101　取り消しうる不当な勧誘行為を追加。（例えば、デート商法）

※102　成年年齢の引下げと女性の婚姻開始年齢の引上げ。

※103　労働時間法制の見直し。（時間外労働の上限規制等）

※104　配偶者居住権、自筆証書遺言の方式緩和、遺留分制度の見直し。（遺留分に関する権利の
行使により、遺留分侵害額に相当する金銭債権が生ずる。）

※105　自筆証書遺言の保管の申請が可能となる。（法務局（遺言書保管所）において保管される。）

※106　原子力事業者に対し、あらかじめ損害賠償実施方針を作成・公表することを義務付け。

※107　サイバーセキュリティ協議会を組織化。

※108　天皇の即位の日の令和元年（２０１９年）５月１日及び即位礼正殿の儀が行われる令和元年
（２０１９年）１０月２２日は休日となる。
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編集後記（あとがき）

　実は、平成カレンダーは、平成 23 年に私が「移りゆく法と裁判」（法律文化社）
という本を書いた時に、巻末に平成の年表をつけたのが土台となっている。当時私
の頭にあったのは、平成の時代のいろんな事件や判例の多さと政治、立法の変化の
速さだった。それらは、昭和の時代には考えられない変化と私には映った。ところ
が、その後の変化はさらにスピードアップされ、誰もが予想がつかないものとなっ
ている。
　加えて私にも変化が起こった。平成 29 年 6 月と 8 月には、両親が亡くなり、
平成 31 年の 2 月には、義父が亡くなった。3 人とも大正生まれである。亡くなっ
て両親達の苦労と恩を知った次第である。
　また、平成 28 年 12 月には、長女に娘が誕生し、若い生命の成長に驚いている。
　そして、平成 31 年 4 月には新しい元号となった。
　このような経験は、まさに昭和 25 年生まれの私にとっても「振り返る時が来た」
のである。そんな思いで、この平成カレンダーを作ってみた。
　皆さんも、私同様それぞれに生活や人生を持っている。そのような自分史とこの
平成カレンダーを重ね合わせて読んでいただけたらと思う。
　少しだけ、遊び心で私の書斎から見た風景や散歩道に咲く花などを挿入した。

19
HEISEI CALENDAR



平成カレンダー
2019 年 7 月 1 日　発行

著　　　者　　安部 光壱
発　行　所　　安部・有地法律事務所

〒 810-0041
福岡市中央区大名 2 丁目 4 番 30 号
西鉄赤坂ビル 7 階

電　　　話　　092-761-1335
印刷・製本　　アオヤギ株式会社

HEISEI CALENDAR




